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マレーシア製造業における外資系企業
穴 沢 眞
元来,マ レーシア経済における外資系企業の比重は高 く,製造業だけでな く
他産業において もこの傾向はみられる。他国 と比較 して もマレーシア製造業に
おける外資系企業の比重は高 く,アジアではシンガポールとともに上位に位置
する1)。本論はこの ようにマ レーシア製造業において重要な地位 を占める外資
系企業について様々な角度から分析を試みる。なお,マ レーシア統計局の定義
では外資系企業 とは外国人が株式の50%を超えて所有 している企業をいう。本
論でも基本的にこの定義に従 うが,地 場資本 と外資が50%つつの合弁企業(統
計局の分類)は 外資系企業 として集計 した。
以下では,ま ず,製 造業内の産業構造の変化をみ,さ らにこれを外資系企業
の比重の変化 との関係で考察する。外資系企業の比重の大小は産業により大き
く異なる。 これはマレーシアの産業政策の結果でもあるが,特 定産業に外資系
企業が集中する様子 を考察する。次に地場企業 と外資系企業 との比較を,労 働
生産性,そ の他の指標 を用いて分析 し,さ らに両者 に統計的に有意な差がある
かをみる。そ して,最 後に産業 ごとに地場企業 と外資系企業の生産関数を計測
し,両者が異なるか否かを検証する。
1)浦 田秀次郎 「東アジアにおける直接投資主導型経済成長の実態 と課題」,浦田秀
次郎,木 下俊彦 『21世紀のアジア経済』1999年東洋経済新報社p.133参照の
こと。
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1.製造業における外資系企業
1.1製 造業の構造変化
本節ではマ レーシアの製造業の構造変化 と外資系企業の関係 を考察する。マ
レーシア製造業の構造は1957年の独立以降,過 去40年以上にわたる工業化の過
程で大 きく変化 してきた。本格的な工業化の成果が現れ始めた1960年代後半以
降の変化 を生産額の産業別シェア(表1>を もとに確認する。あわせて,各
期間の構造変化の背景などにも言及す る。
表1産 業構造の変化(生産額の産業別シェア)
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ノミ
き
紙
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
オ フ ・エス テー ト
合 計 額
(100万リ ンギ)
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
㍊
?
?
?
?
?
?
?ー
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
『
?
?
?
?
『
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
』???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
45,761.0
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?。
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
。
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
『
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
246,923.3361,389.5
(注)表1は マ レー シア統 計局 の工 業セ ンサ ス(1968年,81年)と工業 サ ーベ イ(1975,85,90,95,99年)を
も とに作 成 した。ち なみ に1980年の産業 別の統 計 はない。また,1968年の産業 分類 はそれ 以外の 年 と異 な る。
なお,工 業 セ ンサ ス と異 な り,工 業 サーベ イで は全生産 額の お よそ8割 が 捕捉 されて い る。
リ ンギ はマ レー シアの通 貨単位 。
(出所)マ レー シア統 計局 『工業 セ ンサ ス』 及び 『工業サ ーベ イ』各 年号。
マレーシア製造業における外資系企業 37
独立以降,マ レーシアの工業化はまず輸入代替 という形で進められた。しか
し,1968年時点では依然 として植民地時代の名残がみられ,そ れ以前の工業セ
ンサスとの比較では低下傾向にあるが,オ フ ・エステー ト2)での生産が18.5%
を占めていた。それ以外の製造業のなかでは伝統的な産業,す なわち食品が第
1位(22.7%)であ り,マ レーシアの資源を活用 した木材(8.1%)がこれに
次いで第2位 に入 っていた。,以下,タ バ コ(7.1%),その他化学(6.8%),
石油 ・石炭(5.7%)の順であった。 ゴムはオフ ・エステー トでの生産が多い
ため,この時点での単独の生産シェアは3.6%と低い。ただし,オフ ・エステー
トでの生産 を含めると生産額は食品に次いで第2位 となる。
1969年におこった人種暴動を機iに政府は1971年に1990年を目標年とする新経
済政策を導入 した。新経済政策の2大 目標は貧困の撲滅と社会の再編であった
が,よ り具体的にはブミプ トラ(マ レー系)の 商工業部門への進出や株式所有
の増大が重要な政策課題 となっていた3)。1970年代以降の経済政策はこの新経
済政策の影響 を受け,製 造業 も新経済政策の諸 目標達成の鍵を握 ることとなっ
た。1975年には産業調整法が制定され,企 業の出資比率 に対する政府の監視が
強化 された4)。一方で,1960年代に引 き続 き,多 くの産業で輸入代替が進むな
か,新 たに輸出指向型の工業化が推進され,産 業構造は伝統的な資源ベース産
業中心の ものから幾分変化を見せ始めた。1975年の時点でも第1位 は依然 とし
て食品(26.8%)であったが,オ フ ・エステー トという分類がなくな り,ゴム
2)プ ランテ…一ションでの生産をさす。 この分類 は1973年の工業セ ンサスではな く
なっている。ちなみに,1963年の工業セ ンサスではオフ ・エステー トの生産 は
全体 の30.3%を占めていた。
3)主 にマ レー系,華 人系,イ ン ド系住民か らなる多人種国家 であるマ レーシァで
は新経済政策はブ ミプ トラ(マ レー系)の 保護を目的 とす るブ ミプ トラ政策の
一環 と考 えることがで きる。新経済政策では人種構成に見合った雇用な どとと
もに極端 に低いブ ミプ トラの株式所有比率 を1990年までに30%に引 き上 げると
い う具体的な 目標が掲げられた。
4)政 府 は外 資の出資比率 について もガイ ドラインという形で一定の規制 を行 って
い る。例 えば再生産不可能 な天然資源の生産,精 製 を行 う企業では外資は30%
未満 としている。一方,輸 出企業については100%外資 を認めている。一般 に政
府の外資への対応は柔軟であった。
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(10.6%)が第2位 となった。注 目すべ きは第3位 となった電機 ・電子(8.7%)
である。マ レーシアの輸出指向工業化の先兵 として政府は積極的に同産業に属
する多国籍企業の誘致を行った。そのため1968年に制定 された投資奨励法の も
と,電 子産業に対する税制上の優遇措置を1971年に導入(そ の後,繊 維 など他
の労働集約的産業 にも拡大)し た。 また,多 国籍企業の受け皿として1970年代
はじめに自由貿易地区5)を設け,そ こに進出した欧米系,日 系企業により,生
産と輸出が急増 したのである。同 じく繊維で も日系企業を中心 に輸出指向企業
がマ レーシアに進出した。一方,木 材は相対的な地位の低下 をみたが,新 たな
資源ベース産業として石油精製が木材 と同じく8.5%のシェアを占め,第5位
に登場 した。
1970年代後半は産業調整法による出資比率規制が徐々に浸透 して くる時期で
あるが,輸 出指向的な企業に対 しては出資比率規制はほとん ど適用 されず,特
に電機i・電子産業はその恩恵を被った。1981年の数値にあるように,引 き続 き
食品(25.9%)が首位を維持 したが,電 機i・電子(12.0%)が第2位 に順位 を
あげた。資源ベース産業のなかでは石油精製(11.2%)が第3位 とな り,一方
でかつての主要産業であったゴム(7.6%),木材(7.2%)の相対的な地位は
低下 した。
1980年代央の時点で も上位3産 業の順位に変動 はなかったが,第4位 に産業
化学(7.5%)が顔 を見せた。 これは同産業に属するガス生産が増大 したため
である。この間もゴム(6.0%),木材(4.7%)といった伝統的な資源ベース
産業の相対的地位の低下は進んだ。
1970年代か ら1980年代半ばまでは産業構造の大幅 な変化は観察 されなかっ
た。1980年代後半に入 り,マ レーシアは1985,86年の不況から脱するため,外
資主導による工業化を強化する。そのため,1986年の投資促進法の もと,外資
に対する出資比率などの規制が大幅に緩和 された。 これは米 ドルに対 して通貨
5)輸 出入関税がかか らない関税上の飛び地,輸 出振興 のためにアジア各 国で設け・
られたが,名 称 は国によって異なる。
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が切 り上った日本,台湾の対マレーシア直接投資を急増させる要因 となった6)。
この結果,1980年代後半に産業構造は大 きく変わることとなった。1990年に電
機 ・電子が製造業の生産の約4分 の1を 占めるに至 り,食品(16.7%)を抜 き,
第1位 となった。ちなみに両者の逆転は1989年におこっている。ゴム(5。5%),
木材(5.5%)が引 き続 き上位にあったが,シ ェア自体は減少 した。産業化学
(5.1%)が第5位 となり,石油精製(4.9%)は第6位 へと大 きく順位を下げ
た。また,1985年に国民車の生産が開始されたこともあ り,自動車 を含む輸送
機器(4.8%)がシェアを拡大させている。
1990年代の前半になっても電機 ・電子の増加の勢いは止まらず,生 産のシェ
アは3分 の1を 超えるに至 った。電機 ・電子の突出により,他の産業は軒並み
シェアの減少をみたが,輸 送機器(5.3%)と一般機械(4.7%)はシェアを拡
大 した。特に一般機械で増加率が高いが,これは同産業に分類されるコンピュー
タ関連,及 びエアコン関連の伸びによるところが大 きい。また,後 述するよう
に一般機械では外資系企業 による生産の増加が目立った。
1997年のアジア通貨危機,経 済危機iのため,マ レーシア経済 も大 きな打撃を
受けた。 しかし,1999年には経済がようや く回復軌道に乗 りはじめ,製 造業に
おける生産額 も1997年の数値を上回っていた。経済危機への対応策として米 ド
ルに対 して固定 された リンギが為替の安定 と米 ドルに対する割安感をもた ら
し,このことが輸出指向企業の活動 を後押 ししたと思われる。この年の数値を
見ると電機 ・電子の突出がさらに進み,全 生産額の40%弱を占めるに至ってい
る。 このため,一 般機i械(6.5%),産業化学(6.2%),石油精製(3.4%)を
除 くほ とん どの主要産業 で シェアの低 下 をみた。 ちなみに第2位 は食 品
(14.0%)であった。
1980年代央以降,マ レーシア製造業の産業構造 は電機i・電子産業が大きく突
出する構造 となった。1970年代初に始まる欧米系半導体メーカーを中心 とした
電子産業の誘致 と1980年代央以降の日本の電機 ・電子メーカーの進出がこれを
6)マレーシアの通貨,リ ンギ(マ レーシア ・ドル)は ほぼ米 ドルにリンクしていた。
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強力に推進 した。その他の産業ではコンピュータ,エ アコンが含 まれる一般機
械 と天然ガス関連の産業化学が成長 したが,前 者については外資系企業がその
推進役であった。一方でかつての主要産業であった食品,木 材,ゴ ムといった
伝統的な資源ベース産業は大幅にそのシェアを低下 させた。
1.2製 造業の構造変化と外資系企業
表1で みた産業構造の変化に外資系企業はどのような影響を与えていたので
あろうか。すでに若干の分析を行 ったが,よ り詳細な分析 を産業 ごとの生産額
の増加への外資系企業の寄与率(2時 点問の生産増加額に占める外資系企業の
シェア)の変化により考察する。定義より数値が50%を上回れば,外 資系企業
の寄与率が地場企業 を上 回っていることを示す。産業分類が統一 されている
1975年か ら1999年までの期間をとり,表1と 同 じようにほぼ5年 間の外資系企
業による寄与率の変化をみた ものが表2で ある。ただし,外資系企業の数値の
欠落が多い産業 をはず したため,分 析対象 となる産業数が表1よ りも少なく
なっている。マレーシアの製造業は全般的に外資系企業の比重が高い状況にあ
るが,後 で詳 しくみるように,新経済政策の影響 もあり,製造業内での外資系
企業の比重(生 産額)は1970年代から1985年まで低下 し,その後,上 昇に転 じ
ている。ちなみに,あ る外資系企業の出資比率が50%を切 り,分類が外資系企
業から地場企業に変わった場合は地場企業の生産増,外 資系企業の生産減とな
り,後者の寄与率 を下げることとなる。
表2に あるように1975年か ら1981年にかけて,全 産業での外資系企業の寄与
率は36.6%であった。紙 と印刷のみがマイナスであ り,数値がとれないものを
除 くと,他の産業ではプラスであった。ただし,寄与率が50%を超えた産業は
電機 ・電子のみであ り,それ以外で比較的高い数値 を示 した産業は飲料,繊維,
ゴムなどであった。
1981年か ら1985年にかけての外資系企業の寄与率は全体で8.4%と非常に低
い ものであった。換言すれば,こ の間の生産増の大半は地場企業によるもので
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1975-81年1981-85年
12.2%-7.3%
42.3%362.9%
49.6%(-68.1%)
18.8%113.1%
3.1%-7.3%
1.9%27.1%
-13.2%46.3%
-1.4%-33.4%
30.9%-0.1%
30.9%108.6%
44.7%(-740.4%)
7.5%-5.4%
14.7%-33.6%
14.7%-1.4%
12.6%(-82.2%)
26.1%(-18.5%)
75.7%85.4%
8.1%-31.8%
36.6%8.4%
1985-90年
40.6%
52.4%
49.5%
37.6%
12.0%
60.7%
10.2%
27.2%
25.8%
49.8%
43.2%
25.4%
5.7%
9.2%
18.9%
73.2%
87.3%
12.8%
55.3%
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1990-95年1995-99年
10.0%27,3%
-15.9%0.2%
62.1%122.8%
-27.4%65.0%
22.1%27.8%
33.1%42.3%
8.6%89.4%
1.9%47.1%
44,7%28.9%
52.2%45.4%
20.5%(+63.2%)
27.6%33.6%
16.9%30.9%
8.3%207.7%
43.7%34.9%
66.3%102.7%
73.2%91.6%
5.5%21.0%
46.1%69.6%
(注)括弧は当該産業の2時点問の増加率がマイナスであることを示す。
(出所)マ レーシア統計局内部資料より筆者作成。
あったといえる7)。この間多 くの産業で外資の寄与率はマイナスとなった。括
弧は生産額自体が減少 したことを表 している。外資系企業の寄与率が高い産業
は飲料,衣 類,そ の他化学,電 機 ・電子などであった。定義上,地 場企業の生
産が減少 した場合には外資系企業の寄与率は100%を超える。また,増 加額が
少なくても,率 としては高 くなるケースがある。ゴムはこの間生産額 自体が減
少 し,地場企業の生産は増加 したにもかかわらず,外資系企業の減少が大 きかっ
たため,非 常に大きなマイナスの数値 となっている。
7)1981年の数値 はセ ンサスであるため,多 少大きい数字となっている。一方,1985
年の数値 はサーベイのため捕捉率はセンサスより2割 ほど低い。 しか し,1980年
代前半は外資系企業の生産はあまり増加せず,マ レーシア経済がマイナス成長 と
なる1985,1986年には外資系企業の総生産額も減少 した。
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1985年から1990年にかけて,製 造業全体での外資系企業の寄与率は55,3%に
急増 し,こ の間の生産増の半分以上が外資系企業によるものであったことを示
している。1985年はマ レーシア経済が独立後初めてマイナス成長を記録 した年
であ り,製造業の生産 も停滞 していた。1980年代後半以降のマ レーシアの急速
な工業化は輸出指向型の外資系企業 により推進 されたことを受け,電機 ・電子,
一般機械での高い寄与率が注目される。その他では家具,飲 料が50%を超えて
いた。
1990年代前半には幾分外資系企業の寄与率は減少する。しか し,その数値は
全体で46.1%であ り,依然 として生産増加分の5割 弱が外資系企業によるもの
であった。マイナスの数値は飲料,衣 類で観察 された。引き続 き電機 ・電子,
一般機械での寄与率が高 く,繊維,そ の他化学でも数値は50%を超えていた。
1990年代後半には外資系企業の寄与率は著 しく向上 した。マレーシアもアジ
ア経済危機iの影響を受けた国であるが,1995年は経済危機前であ り,1999年に
はすでに回復基調に入っていたが,生 産増の7割 近 くが外資系企業に占められ
ていた という事実は注目に値する。このことはマレーシア製造業の景気回復に
外資系企業が大 きく貢献 したことを示 している。おそらく,前述のように米 ド
ルに対 して低めに設定された固定相場が輸出指向型の外資系企業の生産活動を
刺激 したこともその要因であろう。外資系企業の絶対額の増加が大 きかった産
業は電機 ・電子 と一般機械であるが,寄 与率でみると増加額自体 は大 きくない
鉄鋼,繊 維がこれ らを上回っていた。
これまでのマ レーシア経済をみると景気後退などに直面 した際,外 資を引き
つけることにより,これに対処 してきたといえる。それは出資比率規制の緩和
などの外資政策か らも明 らかである。製造業においては特にその傾向が顕著で
あ り,その結果 として外資系企業がマ レーシアの製造業内においてより大 きな
地歩を築いてきたことが以上の分析か らも確認され よう。
1.3産 業と外資系企業のシェア
繰 り返すが,外 資系企業の比重は産業により大きく異なる。図1は1968年か
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ら1999年までの問の各産業の生産額に占める外資系企業のシェアの3年 間移動
平均 をプロットしたものである8)。図1で は1985年を境にその前後で外資系企
業のシェアの平均値ががほぼ等 しいグループ,1985年以降外資系企業のシェア
が増大 したグループ,さ らに1985年以降外資のシェアが低下 したグループの3
グループに分類 した。1985年を境界 としたのは対外資政策が大 きく変わったか
らである。1971年に開始 された新経済政策の もと,特 に1975年に導入された産
業調整法によりブミプ トラの株式取得が促 され,外 資系企業に対 して も出資比
率の規制など様々な制約が強化されるようになった。これにより,1970年代 と
1980年代の前半 を通 じて,外 資系企業の生産シェアは,程 度は異 なるものの,
ほぼすべてのグループにおいて減少 した。しか し,すでにみたように,1980年
代央のマイナス成長を契機 として,政 府は外資主導の工業化の促進をはかり,
外資規制の大幅な緩和を実施したのである。
次に各 グループ内の特徴について検討 を加える。マレーシアの製造業全体の
数値は第1の グループと同じ傾向を示 している。このグループのうち特に目立
つ産業が電機 ・電子である。同産業はマレーシア製造業において突出 した存在
であるが,同産業の外資の生産シェアはほぼ8割 から9割 の間で推移 してお り,
外資の比重が特に高い産業であることが分かる。外資のシェアが5割 前後で推
移 している繊維 とその他化学 も安定 して外資の比重の高い産業 といえる。特に
電機 ・電子 と繊維においては輸出指向的な多国籍企業が多 く見 られる。これに
ついで衣類 も1980年代後半以降4割 近い外資系企業のシェアを記録 したが,近
年そのシェアが低下傾向にある。金属は1980年代半ばまで低下傾向にあった外
資系企業のシェアがそれ以降増加 した産業である。同様の傾向が印刷でもみ ら
れたが,同 産業の場合,外 資系企業のシェアは近年でも10%前後 と低い水準に
ある。
8)ただ し,1969年から72年,74年,80年,97年の数値が欠落 している。このうち1980
年,97年については工業サーベイ自体が発行されていない。 また,そ の他の年に
ついては地場 と外資を分類 した資料が入手で きなかった。なお,3年 間の移動平
均 としたのは外資の定義やサーベイからの漏れにより各年の数値が大 きく変化す
る場合があるためである。
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図1生 産額に占める外資系企業のシェア
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(出所)マ レーシア統計局内部資料より筆者作成
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第2の グループに含まれる産業は1980年代後半以降に外資系企業の比重が増
加 した産業である。ただし,増加率は産業によって異なる。特に顕著な伸びを
みせているのが一般機械である。すでにみたように一般機械の生産額の製造業
における比重は増大してお り,これ と外資系企業の生産比率の増大が軌を一に
している。また,1980年代後半以降のその成長率の高さは突出している。家具
は生産額か ら見れば重要な産業とはいえないが,1980年代半ば以降急速に外資
系企業のシェアが増加 した産業である。プラスチ ック,木 材はともに当初,外
資系企業の比重が低い産業であったが,1980年代半ば以降,シ ェアが増大 した
産業である。
第3の グループは1980年代半ば以降,外 資系企業の生産比率が減少 した産業
である。傾向的には1970年代から1980年代前半にかけて急速にシェアの減少を
みた後,減 少率は鈍化したが,産 業化学 を除いてほぼ一貫 して減少傾向を示 し
ている。このグループにはかつての主要産業であった食品,ゴムなどの資源ベー
ス産業 と重工業化の過程で政府が介入 した非金属,輸 送機器,鉄 鋼 などが含 ま
れる。特に後者については政府主導の重工業化(第2次 輸入代替)の 影響が顕
著である。
次に,外 資系企業内の生産だけを取 り上げて考察する。図2は 総外資系企業
生産額に占める主要産業の比率を示 したものである。すでにみた製造業内の構
造変化を反映 している部分 もあるが,順 次年代を追ってみていく。1975年時点
では製造業内での食品の比重が依然 として高 く,食品自体の外資系企業生産比
率は低いものの,全 外資系企業生産額の約25%を占めていた。 この時点ですで
に電機 ・電子のシェアは20%に近づ きつつあった。また,伝 統的な産業である
ゴムがこれに次いでいた。1981年にかけて,電 機 ・電子が全外資系企業生産の
約1/3を占める一方で,食 品のシェアが減少 した。 ゴムについてはシェアはほ
ぼ横ばいであった。1985年はその他の年 とやや異なる様相を呈 している。石油
精製が急増 し,ほ ぼ1/4のシェアをとり,これにより電機 ・電子のシェアは約
3割に落ちた。一方で食品,ゴ ムのシェアは趨勢的な減少傾向を示 していた。
その後,石 油精製のシェアも急落し,1980年代後半以降,1990年代半ばまで電
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機 ・電子のシェアが急増 した。1990年にはそのシェアは5割弱 とな り,1995年
にはほぼ6割 に到達 し,1999年に至っている。 このように電機i・電子の突出が
顕著であるが,その他の産業では,すでに見たように一般機械の伸びが大 きく,
1999年には電機i・電子に次いで約10%のシェアを得ていた。なお,石 油精製に
ついては1975年,81年,95年の生産額の地場,外 資の分類が欠落してお り,こ 、
こでは0%と している。
外資系企業内では1980年代に石油精製の伸びが見 られたが,そ れを除けば一
貫 して電機 ・電子の増大が顕著であった。先の各産業内の外資系企業の生産比
率 とも関連するが,1980年代半ば以降,急 速な外資系企業による生産の増大が
見 られたが,そ のうちの多 くが電機 ・電子産業内での増大であったことは明ら
かである。外資系企業に依存するマ レーシアの製造業 という表現はやや誤解を
招きやすい。実際には電機 ・電子産業に外資系企業が集中するとともに,同産
図2総 外資系企業生産額に占める主要産業のシェア
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(出所)マ レーシア統計局内部資料より筆者作成
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業の製造業内での比重が増 している結果とみるべ きであろう。
2.地場企業 と外資系企業の比較
2.1生 産性等の比較
一般的に発展途上国では外資系企業は地場企業 よりも1社 当た りの生産額,
従業員数などでみた規模が大 きく,よ り資本集約的であると考えられる。それ
は先進国出身の多国籍企業が自らの持つ資本,技 術,な どの優位性をホス ト国
に持ち込むためであり,視点を変えると親企業の所有する各種経営資源に容易
にアクセス可能な状況にあるためである。そのため同一産業内において地場企
業 と外資系企業 との間で生産性等の指標 に相違がみられると考えられる。本節
では様々な角度から両者の比較 を行い,こ の点について検証する9)。
本節での分析もマレーシア統計局から入手した地場企業と外資系企業に分類
された生産額等の統計資料をもとに行 う。対象期間は統一された産業分類がな
9)マ レー シ ア製 造 業 の 地 場 企 業 と多 国 籍 企 業 を 比 較 した研 究 に は 以 下 の も の が あ る。
横 山 久 「外 国 直 接 投 資 と 製 造 業 の 生 産 構 造:生 産 関 数 の 視 点 か ら」 モ ハ メ ド ・
ア リ フ,横 山 久 編 『マ レ ー シ ア 経 済 に お け る 外 国 直 接 投 資 』 ア ジ ア 経 済 研 究 所
1993年。 岡 本 由 美 子 「マ レー シ ア の 貿 易 ・外 資 自 由 化 と 経 済 開 発 」 浦 田 秀 次 郎
編 『貿 易 自 由 化 と経 済 発 展 一途 上 国 に お け る 生 産 性 分 析 一』 ア ジ ア 経 済 研 究 所
1995年。RajahRasiah,ForeignCapitalandIndustrializationinMalaysia,Mac-
millanPress,London,1995,RamstetterEricD.,"CharacteristicsofMultination-
alFirmsinMalaysia:ATimeSeriesPerspective,"inMitsuruToidaand
DaisukeHiratsukaeds.,A7'iaKogyokennoKeizaiBunsekitoYosoku,Instituteof
DevelopingEcoomies,Tokyo,1995.PhengHooiEng,ForeignDirect
Investment.AStadyofMalaysia'sBalanceofPaymentsPosition,PelandukPub-
lications,SubangJaya,Malaysia,1998.MenonJayant,"TotalFactorProductiv-
ityGrowthinForeignandDomesticFirmsinMalaysia,"∫ournalofAsianEco・
nomics,Vol.9,No.2,1998,RamstetterEricD.,"ComparisonofForeignMulti-
nationalsandLocalFirmsinAsianManufacturingOverTime,"AsianEcono-
micJournal,Vol.13,No.2,1999.OguchiNoriyoshi,NorAiniMohdAmdzah,
RauzahZainalAbidinMazlinaShafii,"ProductivityofFoerignandDomestic
FirmsintheManufacturingIndustry,"AsianEconomicJournal,Vol.16,
No.3,2002.
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されている1975年か ら1999年までとする。い くつかの産業においては,外 資系
企業の生産額等の統計が欠落 している年を多 く含むケース もあ り,それらの産
業については分析対象から除外 した。 また,生 産額等はすべて,1987年価格を
基準価格 とした実質値に置 き換えた。
以下ではマレーシアの地場企業 と外資系企業 との問にどの様な違いがあるか
を検証 してゆく。具体的には労働生産性(付加価値/雇用者数),資本装備率(固
定資産/雇用者数),資本生産性(付 加価値/固定資産),一人当た り賃金を取 り
上げ,さ らにそれぞれの産業 において地場企業 と外資系企業 との間に有意な差
があるか否かを考察する。 また,紙 幅の関係で時系列の実際の数値変化を示す
ことができないが,特 徴的な変化がある場合には極力言及するものとする。な
お,1社 当た りの生産額,雇 用者数などは地場企業 と外資系企業 との間に大 き
な差があるため,あ らためての検証はここでは行っていない。
表3は 上記の項 目について,産 業別に地場企業 と外資系企業の平均値と対応
関係がある場合の平均値の差の検定結果を表したものである。まず,労 働生産
性については産業化学,輸 送機器 を除 くすべての産業において外資系企業の労
働生産性が地場企業を上回っている。ただし,輸送機器の場合その差は少なく,
統計的に有意な差はない。 もちろん,労 働生産性は産業により大 きく異 なる。
労働集約的な衣類,木材,家具などでは低 く,資本集約的な産業化学,非金属,
鉄鋼,非 鉄などでは高い。 しかし,衣類 木材,プ ラスチック,鉄鋼,非 鉄,
電機 ・電子,輸 送機器では両者の間に有意な差はみ られない。労働集約的で高
い技術を必要 としない,衣 類,木 材,プ ラスチックと技術が標準化 している鉄
鋼,非 鉄などで地場企業と外資系企業の労働生産性の差は少ない。一方で,食
品,飲 料,そ の他化学では地場企業 と外資系企業との労働生産性の差は約2倍
と大きいものになっている。産業化学については地場企業の労働生産性が外資
系企業の約2倍 となってお り,特異 な存在である。これは同産業に装置産業で
あるガスの生産が含まれ,地 下資源 を扱 うためこれへの外資系企業の参入が制
限されているため と思われる。
時系列の変化 をみると,産業化学では1970年代 には外資系企業の労働生産性
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が地場企業のそれを上回っていたが,1980年代初に地場企業の労働生産性は35
万 リンギ近 くまで跳ね上が り,一気に両者の地位は逆転 した。これはガス生産
の増加 と一致する。また,非金属では両者の差は近年,縮小傾向にあ り,一方,
表3地 場企業と外資系企業との比較(平均値と対応関係のある平均値の差の検定)
労働生産性
産 業 平 均
(リンギ}
食 品贈1爆
地 場41,755飲 料
外 資86,650
地場15。487繊 維
外 資23,921
地場9.153衣 類
外 資9,358
地場15,077木 材
外 資15,986
地 場10,667家 具
外 資12,740
地場22,072紙
外 資31,546
地 場186,470産 業 化 学
外 資91,552
地 場29,490その 他化学
外 資60,614
、 地場20,041ゴ ム
外 資31,566
地場16,208プラスチ
ック 外 資17
,271
地場32,270非 金 属
外 資56,373
地 場35,913鉄 鋼
外 資37,892
地 場37,869非 鉄
外 資41,459
地 場20,478金 属
外 資26,289
地 場20,426一 般 機 械
外 資38,659
地場22,856電機 ・電子
外 資23,945
地場33,・143輸 送 機 器
外 資31,654
ホ:10%水準 で有意
#:5%水 準 で有意
榔:1%水 準 で有意
労働生産性 資本装備率 資本装備率
差 の 検 定 平 均 差 の 検 定
t値(リ ンギ)t値
39,2997
.830***16.832*掌*53
,191
56,4635
.717***5.254***
94,131
23,3195
.950***4.239***
59,001
5,6840
.8264.914*#
6,833
20,8195
.269掌串ホ1,59730
,724
12,2622
.420榊2.492**16
,291
72,4220
.1132.762#
73,517
499,1534
.687***4.987榊 零
209,819
32,3787
.865*"15.916***
45,032
25,6195
.704***10.933叫寧33
,506
23,7213
.196*林1.705
27,337
78,6216
.827i#5.228**宰
111,875
138,12工0
.5553.138牌*
92,812
53,9050
.8083.950榊 寧120
,949
26,3935
,177***4.383■**41
,055
18,14513
.760**寧8.526"**
41,427
26,3253
.215#*0.961
21,724
48,7490
.5251.524
43,832
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(注)労働生産性,資 本装備率,賃金は1987年を基準年とした実質値である。
(出所)マ レー シア統計局内部資料より筆者作成。
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繊維では逆に差が拡大す るなど,有意な差のある産業 においても傾向が異なる。
次 に資本装備率について考察する。上記の労働生産性 と資本装備率 との問に
は全体 としては高い相関関係がみられる。また,労 働生産性同様,一 般には外
資系企業の資本装備率は地場企業 より高い といえるが,こ こで も産業 ごとの違
いがみられる。 また,労 働生産性の分析では地場企業 と外資系企業 との問で有
意な差がみ られなかった,衣 類,木 材,プ ラスチック,鉄 鋼,非 鉄,電 機 ・電
子産業 において資本装備率では地場企業と外資系企業の問で統計的に有意な差
がある。このことはこれらの産業では資本装備率 ほどには労働生産性 に両者間
で差がないことを表 している。このうち,鉄 鋼 と電機 ・電子では地場企業の資
本装備率が外資系企業のそれを上回っている。同じく産業化学で も地場企業の
資本装備率が外資系企業のそれを大 きく上回っている。輸送機器では地場企業
が外資系企業を若干上回っているが,両 者の問に統計的に有意な差はみられな
い。逆に紙産業では労働生産性 については両者間で有意な差が確認されるが,
資本装備率については有意な差は認められない。
時系列でみると,特徴的な変化を示 した産業が確認される。産業化学では1980
年代に入 り,急激に地場企業の資本装備率が増大 し,労働生産性同様地場企業
が外資系企業を上回った。その後,1990年代前半にその差は縮小傾向を示 した
が,後 半には再度拡大傾向がみられた。鉄鋼は1980年代 に国家プロジェク トも
あ り,地場企業の資本装備率が急増 し,地場企業が外資系企業を逆転 したが,
1990年代後半 には両者の差は縮小 した。非鉄は1990年代 に入 り地場企業の資本
装備率が急増 し,1990年代後半には地場企業が外資系企業を逆転 した。これは
特異なケースである。金属では1980年代半ばまでは両者の差はわずかであった
が,1980年代後半以降外資系企業が地場企業を多 く上回るようになった。電機 ・
電子では1980年代半ばまでは地場企業の数値が外資系企業を上回っていたが,
1980年代後半以降両者の差はほとんどなくなっている。 ゴムの場合,1975年以
降一貫 して外資系企業の数値が地場企業を上回っていたが,1990年代 に入 り両
者の差はほとんどなくなっている。木材は1980年代半ばまでは両者の差はみら
れなかったが,そ れ以降外資系企業が地場企業の数値を上回るようになった。
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続いて資本生産性 について考察する。 これは単位当た り資本の生産する付加
価値を計測 したものであり,資本の効率的な利用がなされているかを示 してい
る。まず,全体的に,労働生産性や資本装備率 と異なり,産業間の差は少ない。
ここではこれまで分析 した労働生産性,資 本装備率以上に地場企業が外資系企
業を上回るケースが多い。統計上有意な差がある13産業の うち,外 資系企業が
地場企業 を上回っている産業は7産 業(食 品,飲 料,産 業化学,そ の他化学,
ゴム,非 金属,電 機 ・電子)一 方,地 場企業が外資系企業を上回っている産業
が6産 業(繊 維,衣 類,木 材,プ ラスチック,非鉄,一 般機械)で ある。統計
的に有意な差が確認 されない産業の中では家具において地場企業の数値が外資
系企業の数値を上回っている。
時系列でみると食品では1990年代に入 り両者の差は縮小傾向にあ り,繊維で
は両者 ともに1980年代後半にピ・一一クを迎え,以 後減少傾向を示 しているが,外
資の減少幅が大 きい。木材,そ の他化学,ゴ ム,非 金属,鉄 鋼は両者 とも減少
傾向を示 していた。非鉄では1990年代に地場の数値が急落 し,両者の数値がほ
ぼが並んだ。外資系企業の比重が最 も高い電機 ・電子では1975年には地場企業,
外資系企業の数値はそれぞれ約0.9と1.8であ り後者は前者のおよそ2倍 であっ
た。その後,外資系企業の数値は1990年まで一貫 して低下 し,ほぼ0.8となった。
一方で地場企業の数値 はこの間0.6から1.2の間で上下するが,1990年代に入 り
両者の数値はLO前後 とほぼ同レベルになる。初期の外資系企業の数値の高 さ
は,特に半導体などで2シ フト,3シフ ト体制による24時間操業をしていたメー
カーが多かったことを反映 していた と思われる。
最後に賃金について考察する。ここでも一般的に外資系企業の一人当たり賃
金は地場企業を上回っている。木材,家 具産業においては若干地場企業が外資
系企業のそれを上回っているが,そ の差は少 なく,統計的に有意な差はない。
また,紙 鉄鋼,輸 送機器産業でも両者の差 はほとんどない。逆にそれ ら以外
の産業では外資系企業が統計的に有意な差 を持 って地場企業の賃金 を上回って
いる。ただし,賃金の差は労働生産性の差ほどには大 きくない。一般に外資系
企業の給与水準は地場企業よりも高い といわれ,一 部の産業を除いてはその事
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実が確認 された。労働生産性 と賃金の問には高い正の相関関係があるが,特 に
電機 ・電子産業では両者の労働生産性に差がないにもかかわらず賃金では格差
が存在する。 これは衣類,プ ラスチック,非 鉄にも当てはまる。一方で,家 具
や紙のように生産性に差があるにもかかわらず,賃 金 に差がない産業 もある。
時系列でみた場合,他の項 目程の大 きな変化はみられず,多くの産業で地場,
外資系企業双方の一人当た り賃金 はほぼ同率の緩やかな上昇傾 向を示 してい
た。ただし,ゴ ム,非 金属,非 鉄,金 属では地場企業 と外資系企業の賃金格差
が縮小する傾向にあり,このうち非鉄については地場企業の賃金が外資系企業
の賃金を近年上回るようになった。
最後に上記の各項 目間の関係をみると,全体では労働生産性 と資本装備率 と
の間で相関係数は0.9258であ り,また,労働生産性と賃金 との相関係数は0.8175
でいずれ も強い相関が認め られた。 しか し,労働生産性 と資本生産性の問には
相関は認め られなかった。ちなみに,賃 金を除 く3項 目については労働生産性
=資本装備率 ×資本生産性 とい う関係 にある。
2.2生 産関数 の検証
こ こで は周知 の コブ ・ダ グラス型 の生産 関数,
Y=ALαKβ(1)
を用 いて,1975年か ら1999年まで の期 間 を とり,各 産業 内で地場企業 と外資系
企業 の生産関数 を計測 し,産 業 ご との特 徴 をみる。そ の後,同 一産業 内の地場
企業 と外 資系企 業 との問で生産 関数 が異 なるか否か を検証 す る。
まず,(1)の対 数 をと り,
logY=logA+α10gL+βlogK(2)
とす る。 さ らに地場企業,外 資系企業 それ ぞれの生産 関数 を
logYM=10gAo+αologLM+βologKM(3)
logYF=IogA1+α110gLF+β110gKF(4)
とす る。
表4は 各産業 にお ける地場 企業 の生 産関数(3)と外 資系企業 の生産 関数(4)の計
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表4生 産関数(地場企業と外資系企業)
産 業 定数項(logA)
口 地場 一1.54936食 ロロ 外資2
.597297
地場 一3.65197飲 料
外 資5.853044
地場 一3。08806繊 維
外資5.630662
地場 一〇.91399衣 類
外資 一1.17846
地場 一〇.72266木 材
外資1.781371
地場 一〇.47195家 具
外資0.384719
地場 一1.41112紙
外資 一〇.5241
地場 一1.64018産 業 化 学
外資2.723682
地場0.990764その他化 学
外資2.351404
ゴ ム 地場1・434117外資3
.497826
地場 一1.29093プラスチ ック
外資 一〇.28596
地場 一2.36038非 金 属
外資3.872996
地場2.087731鉄 鋼
外資 一〇.75721
地場3.074949非 鉄
外資2.762631
地場 一〇.7645金 属
外資1.432775
地場 一1.7599一 般 機 械
外資1.805517
地場 一〇.42711電 機 ・電 子
外資2.393947
地場 一3.80519輸 送 機 器
外資2.715382
*:5%水 準 で有意
#:1%水 準 で有意
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修 正 済 みβt値
決 定 係 数
0.1817790.6810.897
0.1988261.4610.654
0.735797.839榊0.961
0.3700032.375零0.220
0.8081745.817皐 零0.848
0.7102594.948聯0.845
0,7106545.616**0.977
0.6623636.043宰 孝0.983
0.1472221.1740,952
0.1282120.9630.967
0.406896.537料0.991
0。3302362.218寧0.974
0.0988491.4510.979
0.4371763.132*串0.862
0.68168710.603拳ホ0,982
0.4559474.815ホ 準0.927
0.68568311.134**0.985
0.6927155.694拳 零0,936
0.2949832.187寧0.897
-0
.059940.4100.881
0.3595213.436艸0.994
0.3846341.7920.981
0.5828747.904林0.974
0.398162.586準0.693
0.34283.454**0.872
0.517713.367**0.854
0.4634612.705掌0.855
-0.01660.0450.839
0.6388947.253**0.976
0.5034943.391傘 寧0.940
0.2754232.883纏0.933
0.0842150.7170.988
0.4835923.620**0.989
0.7422025.895紳0.988
0.2157291.5480.942
0.4370283.658宰 串0.765
(出所)マ レーシア統計局内部資料より筆者作成。
測結果である。
定数項Ao,A1は効率パラメーター,すなわち技術水準の指標 と考えられる。
ほとんどの産業で外資系企業が地場企業を上回ってお り,一般的に外資系企業
の技術水準は地場企業 よりも高いといえる。 しかし,鉄鋼産業では地場企業が
外資系企業を上回っている。これは同産業では国家プロジェク トがあり,新技
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術の導入が行われたためと思われる。
また,衣 類,非 鉄などでは地場企業 と
外資系企業の差は小さいといえる。
αとβは労働 と資本への分配を表 し
ている。地場企業と比較 して相対的に
外資系企業の資本への分配率が大 きい
産業は紙,そ の他化学,電 機 ・電子,
輸送機器 など11産業である。逆に家具
など7産業では外資系企業は相対的に
労働への分配が地場企業に比べて多 く
なっている。ただし,これ らのうち衣
類,産 業化学,金 属では両者の差は小
さい。
さらに,各 産業において地場企業と
外資系企業が同一の生産関数を持つか
否 かを検証す る。 ここでの帰無仮説
(Ho)はAo=A1かつ αo=α1かつ βo
表5
?
?
?
?
?
?
?
地場企業と外資系企業の生産関
数についてのF検定結果
?
?
?
?
?
?
?
紙
産 業 化 学
そ の他 化 学
ゴ ム
プラスチック
非 金 属
鉄 鋼
金 属
一 般 機 械
電 機 ・電 子
輸 送 機 器
*:5%水準で有意
**:1%水準で有意
F値 判 定
8.9541**
12.5620**
2.7236
1.0380
1.6153
3.1116*
6.9723**
12.9435**
13.4316**
11.1466**
4.8072**
5.5714**
3.3433*
2.1008
14.8764**
4.2963*
7.7951**
=β1である。 これ を検証するためにF検 定を行った。その結果 を表 した もの
が表5で ある。自由度(3,40)のF分布の上側1%は4.313,上側5%は2.839
であ り,検定の結果,1%水 準で有意であった産業,す なわち帰無仮説が棄却
され,異 なる生産関数を持つ とされる産業は食品,飲 料,紙,産 業化学,そ の
他化学,ゴ ム,プ ラスチック,非金属,一 般機械,輸 送機器であった。同 じく
5%水準で有意であった産業は家具,鉄 鋼,電 機 ・電子であった。従って残る
繊維,衣 類,木 材,金 属は同一の生産関数を持つとい うことを否定できない。
換言すればこれらの産業については地場企業 と外資系企業は同一の生産関数を
持つ可能性がある。このような地場企業と外資系企業が異なる生産関数を持つ
か否かも産業により異なることが確認 された。
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3.結 語
本論ではまず,マ レーシア製造業の産業構造 の変化 を考察 した。そこからは
伝統的な資源ベース産業の相対的なシェアの低下が明らか となる一方,電 機 ・
電子,一 般機械など外資系企業の比率の高い産業が上位 を占める状況が観察さ
れた。 また,構 造変化への外資系企業の貢献を生産増加への寄与率で示 した。
時系列でみると程度は異なるものの,ほ ぼ全産業で1980年代前半に外資系企
業の生産 シェアは低下 した。1980年代半ばを境 としたその後の変化をもとに図
1でみたような3つ のグループ分 けが可能である。 また,図2か ら明 らかなよ
うに外資系企業は電機 ・電子産業 に極端に集中 している。ただし,近年一般機
械での外資系企業のシェア増加が顕著である。
第2節 では各種の指標を用いて産業ごとの地場企業 と外資企業との相違の有
無を明 らかにした。 まず,労 働生産性,資 本装備率,資 本生産性,賃 金のそれ
ぞれについて統計的に有意な差があるかを確認 し,ついで時系列で特徴的な変
化 を示 した産業についてはあわせて説明を加 えた。地場企業 と外資系企業 との
比較か らは一般的に後者は前者 よりも労働生産性,資 本装備率,賃 金が高いこ
とが改めて確認された。しか し,資本生産性については一般化はできない。 ま
た,す べての指標において産業間で相違があ り,必ず しもすべての産業におい
て外資系企業が地場企業よりも高い数値を示 したわけではない。
さらに,コ ブ ・ダグラス型生産関数をもとに産業ごとの地場企業 と外資系企
業の相違を概観 した。そして,同 一産業内の両者の生産関数に統計的に有意な
差があるか否かをF検 定を用いて検証 した。生産関数を用いた分析か らは一
般的に地場企業 に対 し外資系企業は技術水準が高 く,資本の分配率 も高いこと
が確認された。 また,生 産関数を比較 した結果,繊 維,衣 類,木 材,金 属産業
においては有意な差は認め られなかった。
マレーシア製造業内での外資系企業の相対的地位は高いものがある。ただし,
詳細にみるとそれは電機 ・電子産業 に集中してお り,このことが製造業内での
同産業の突出を生み出している。外資系企業は当該企業の国際戦略に基づきマ
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レーシアに進出 してお り,集積効果を考えれば,特 定産業 に外資系企業が集中
することは当然ともいえる。しか し,経済及び製造業自体の規模が小 さいマレー
シアのような国においてはその影響 は非常に大 きなものになる。 もちろん外資
系企業の誘致は政策的に行われるケースも多 く,これは政策の結果であるとも
いえる。電機 ・電子産業が突出する一方で,同 産業が牽引する形での関連する
他産業への波及効果は大 きくないように思える。中間財,資 本財を供給する産
業の発展が進んでいないのである。 このことがマレーシア製造業の基盤を脆弱
なものにしているといえる。
